
 

 

平成２４年度「特別支援教育総合推進事業（特別支援学校と小・ 

中学校との交流及び共同学習の推進）」報告書 

 

団体名  高知県教育委員会事務局 

研究開始年度  平成２３年度 

 

 Ⅰ 概要   

１ 指定校の一覧 

特別支援学校 

 

交流及び共同学習の 

相手先となる小・中学校 

設置者 学校名（ふりがなを付すこと） 設置者 学校名（ふりがなを付すこと） 

高知県 高知
こ う ち

県立
けんりつ

盲
もう

学校
がっこう

 

いの町 いの 町
ちょう

立
りつ

伊野
い の

小学校
しょうがっこう

 

高知市 高知
こ う ち

市立
し り つ

春野
は る の

中学校
ちゅうがっこう

 

高知県 高知
こ う ち

県立
けんりつ

高知
こ う ち

ろう学校
がっこう

 高知市 高知
こ う ち

市立
し り つ

第六
だいろく

小学校
しょうがっこう

 

高知県 高知
こ う ち

県立
けんりつ

山田
や ま だ

養護
よ う ご

学校
がっこう

田野
た の

分校
ぶんこう

 

室戸市 室戸
む ろ と

市立
し り つ

元
もと

小学校
しょうがっこう

 

奈半利町 奈半利
な は り

町立
ちょうりつ

奈半利
な は り

小学校
しょうがっこう

 

安田町 安田
や す だ

町立
ちょうりつ

安田
や す だ

小学校
しょうがっこう

 

安芸市 安芸
あ き

市立
し り つ

清水ヶ丘
せいすいがおか

中学校
ちゅうがっこう

 

 

２ 研究テーマ 

 高知県における居住地校交流の在り方と実施上の課題 

 

３ 研究の概要 

（研究内容） 

◆居住地校交流実施のための連絡協議会等の設置について 
◆居住地校交流実施のための実践ガイドの活用と検証 
◆発達段階に応じた取組や地域を巻き込んだ発展的な取組について 
◆教育的効果の検証方法について 
◆モデル校以外の県立特別支援学校での居住地校交流の実施について 



（評価の観点及び評価方法） 
・実施校及び協力校の双方の視点からの授業分析 

（対象の児童生徒の適応状況や指導の成果、居住地校の生徒の変容等について） 
・学校関係者評価での評価 

 

４ 研究成果の概要 

（研究の成果） 

◆居住地校交流実施のための連絡協議会等の設置について 

 ○連絡協議会（打ち合わせ会）は、各校で開催することができた。メンバーの構成については

各校の実情に合わせて行われており、担当者と管理職が中心である。連絡協議会は年度当初

と年度末の年２回実施し、年度当初は年間計画と１回目の交流について、年度末は１年間の

反省と来年度の方向性について協議し、スムーズな移行につなげることができている。また

年度内の打ち合わせ等については、電話やファックスを活用しながら両校の負担の軽減がで

きた。 

 ○今年度から初めて居住地校交流を行う場合は、対象となる市町村教育委員会に、事業の実施

要項及び実践ガイドをもとに、県教育委員会事務局の特別支援教育課が事業内容について直

接説明したことで理解が得られ、実施校と協力校が居住地校交流をスムーズに進めることが

できた。 

 
◆発達段階に応じた取組や地域を巻き込んだ発展的な取組について 
 ○盲学校の中学部においては、協力校に加えて近隣の特別支援学級も一緒に活動する場面設定

や他学年との交流及び共同学習にも取り組んだ。また、地域への啓発として、居住地の量販

店や作品展に盲学校の児童生徒の作品を展示してもらった。 

 ○高知ろう学校においては、近隣の県立高等学校の生徒会との交流及び共同学習に取り組み始

めた。 

 ○山田養護学校田野分校（知的障害）の中学部においては、可能な範囲で、社会、音楽、保健

体育、美術や技術・家庭科の教科学習での交流及び共同学習を行った。また、協力校の生徒

が田野分校に来て作業学習を体験する取組や、田野分校の生徒と協力校の特別支援学級の生

徒との交流及び共同学習も取り入れて実施した。地域を巻き込んだ取組としては、地域の方

々に協力してもらい、海亀の放流体験を２年連続行った。 

 
◆居住地校交流実施のための実践ガイドの活用と検証 
 ○今年度は事業の二年次ということもあり、昨年度から引き続き行う場合は、特に実践ガイ

ドに頼らなくても実施できていた。しかし、今年度から新たに居住地校交流を行う市町村

教育委員会や小中学校に対して、周知する際に有効に活用することができた。 
 

 

 

 



（課題とその解決のために必要な取組について） 
◆居住地校交流実施のための連絡協議会等の設置について 
 ○幅広いメンバー構成で行うように計画した場合には、日程の設定が難しいことがあった。 
 ○連絡協議会について効果的な取組を進めていくために、平成２５年度はテレビ会議システ

ムを導入する予定である。 
 
◆発達段階に応じた取組や地域を巻き込んだ発展的な取組について 

○各学校において、交流及び共同学習については、工夫されてきているが、地域を巻き込んだ

特色のある取組はまだ少ない。取組を広げるためには、連絡協議会のメンバー構成の工夫も

一つのポイントになると考える。 
 

◆教育的効果の検証方法について 
 ○教育効果の検証は、それぞれの学校での担当者の反省会や連絡協議会の中で行われること

が多く、子どもの変容についての協議が中心となっている。評価の視点等、客観性や妥当

性が十分でないので平成２５年度実践ガイドで周知を図りたい。 
 
◆居住地校交流実施のための実践ガイドの活用と検証 
 ○これまでの実践により、いろいろな成果が得られ、障害についての理解が少しずつ進んで

きているが、活動内容は行事的な交流が多く、日常の学習の中で自然に関わりがもてるよ

うな取組がまだ少ない。また、事前・事後学習についても取組を充実させていく必要があ

る。こういった視点を入れて実践ガイドを改善し、平成２５年度から活用する。 
 
◆モデル校以外の県立特別支援学校での居住地校交流の実施について 
 ○病弱・身体虚弱の県立特別支援学校においては、居住地の学校へ登校するにあたっては、保

護者や居住地校と連携し、段階的な居住地校交流を進めている。 

 ○平成２５年度からは実施校を拡大し、県立特別支援学校の本校７校で実施し、平成２６年度

は分校を含めた１３校で全面実施する予定である。 

 


